
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■政策活動費の廃止等 

■第三者機関の設置 

１２月２日、石破総理の所信表明演説に対し
て、国民民主党を代表して質問をしました。皆

様からいただいた意見を踏まえながら、能登半
島の復旧や「103 万円の壁」はもちろん、賃上

げや価格転嫁等の経済対策、介護、医療、エネ
ルギー政策、農政、外交、憲法、政治改革等、

多岐にわたり国民のための政策を訴えました。 

■外国人のパーティ券購入禁止 

 

 

 

 
 

▲代表質問全文 
はこちらから 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２月１３日、東京都内で浅野さ
とし君を育てる会主催の「時局セミ

ナー」が行われました。今回はライ
フイズテック株式会社取締役最高

ＡＩ教育責任者の讃井康智氏と作
家の乙武洋匡氏を講師にお迎えし、

ＡＩ時代の教育・人材育成について

の講演とトークセッションを行い
ました。当日は大変多くの皆様にご

参加いただき、気持ちを新たにこれ
からも未来のための政策を進めて

いきます。 

１２月２１日、東海村産業・情報プラザ アイヴィルに

て第６回エネルギー政策セミナーを開催しました。第７
次エネルギー基本計画(原案)が公開(１２月１７日)され

たタイミングであり、その内容も含めて、経済産業省資源
エネルギー庁原子力政策課の吉瀬周作氏をお招きし、ご

講演いただきました。 
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この原案には、浅野が訴えた「再生可能エネルギーか原子力かといった二項対立的な議論ではなく、
脱炭素電源を最大限活用すべき。」との表現も盛り込まれました。引き続き安全・安定・安価なエネル

ギー供給とＧＸの実現を両立するために取組んでいきます。 

 
１２月１７日に、令和

６年度補正予算が成立

し、一般会計の歳出総額
は１３兆９４３３億円

となりました（昨年度か
ら７４４１億円増）。経

済対策や物価高への対
応、能登地域の復旧・復

興予算が盛り込まれま
した。※右記は一部内訳 

日本経済・地方経済の成長 物価高の克服 国民の安心・安全の確保 

５兆７５０５億円 ３兆３８９７億円 ４兆７９０９億円

～ 全ての世代の現在・将来の 

賃金・所得を増やす ～ 
～ 誰一人取り残されない成長型経済 

への移行に道筋をつける ～ 

～ 成長型経済への移行の礎を築く ～ 

 最低賃金引き上げのための生産性向上

支援 

 中小企業の設備投資・IT 導入 

 新しい地方経済・生活環境創生交付金 

 農林水産業の成長・食料安全保障強化 

 人工知能(AI)・半導体産業支援 

 物価高の影響を受ける低所得者への重

点支援地方創生臨時交付金 

 電気・ガス料金負担軽減 

 ガソリン価格激変緩和措置 

 子育て世代の省エネ住宅新築や工場の

省エネ設備導入の支援 

 能登地域の復旧・復興 

 公立学校施設整備（体育館空調含む） 

 公共事業関係費 

 外交・安全保障環境変化への対応 

 防犯体制強化 

 子ども・子育て支援の推進 


